
令和7年3月31日

令和６年度　武蔵野市立第一中学校　学校評価報告書
【評価　Ａ：十分に達成されている　Ｂ：概ね達成されている　Ｃ：達成がやや不十分である　Ｄ：達成が不十分である】 校長　中嶋　建一郎
項目 重点目標 取組状況・成果・課題 評価 改善策・対応策 学校関係者評価における意見

１
学
習
活
動

⑴ 各教科
① 学習指導要領 が目指す 指
導と評価を実現できるようにす
る。
② ＩＣＴ機器 等 を活用し、
わかりやすい授業づくりを行
う。

①肯定的な回答は生徒・保護者共
に60％台であり、自由意見では評
価への不満がある。

②肯定的回答、生徒66％保護者
74％、小学校に比べ使用頻度下
がったという指摘がある。

B

①評価説明資料をわかりやすく改善し、家
庭からの問い合わせに対して適切に説明を
行っていく。

②ICT推進担当を中心とし、実践事例を共有
していく。

①保護者会での説明機械の設定ややアーカイブ（動画等）があるとよ
いと考えられる。
②第一中学校は中学校としてよく取り組んでいると感じている。今後
のからなる活用に期待している。

２
特
色
あ
る

 
 
 
 
教
育
活
動

⑴ 一中フェスタや防災訓練、職場
体験を継続し、地域との連携を強
くする。

⑵ 総合的な学習の時間と市民科
との関連を明確にする。

(1)肯定的な回答は91％であり、生徒
にとって有意義なものであった。学校
側から地域へアプローチできるような
活動が必要ではないか。
(2)セカンドスクールで前年の活動を
基にした計画を作成したが、活動を通
して生徒がどのような力を身に着けた
か後付けで検証するような形となっ
た。

B

(1)各行事ともに学校全体で取り組んでいくよう
な体制づくりをおこなう。ボランティア活動等、学
校から地域に発信していけるような活動を通し
て連携強化を進めていく。
(2)生徒の身につけさせたい力（能力）を明確に
し、計画段階で活動の精選を行う。活動に価値
付けを行うことで、生徒・教師共に活動へ取り組
みやすくなるのではないか。

(1)地域との連携体制は今後も継続していっていただきたい。生徒のボラン
ティア参加を通して、様々な活動を進めていきたいと考えている。

(2)セカンドスクールは泊数の多い大変な行事であるが、生徒のために今後
とも続けてほしい。また、地域のボランティア活動等へ生徒の参加を促して
いきたい。

６
部
活
動

⑴ 年間活動計画を公表し、休養
日や活動時間を適切に設定 する
ことで 、生徒が運動（活動）、
食事、休養、睡眠のバランスのとれ
た生活ができるようにする。

(1)部活動における事故は発生してい
ない。肯定的な回答は、生徒：70％保
護者61％であった。教員の働き方改
革を進めるうえで活動時間等の変更
に対する理解を得ていく必要がある。

C

(1)部活動のニーズに対して、部活動に携わる
教職員の勤務状況が合わなくなってきている。
活動内容の変更への理解を進めていくととも
に、指導員確保に努めニーズへの対応を進め
ていく。

(1)
・委員としてできることを今後も協力してきたい。
・学校HP等での告知も効果的であると考えている。
・継続的な任用の食う風に協力していきたい。

７
学
校
運
営

 
 
 
・
組
織
体
制

⑴ 働き方改革の推進 のために 、
諸活動の教育効果を吟味し、精選
する 。

⑷モデル校指定 の２年目として 、
開かれた学校づくり協議会 の学校
への関わり方を 明確にして、学
校・家庭・地域の共同体制を強化
する。

(1)多くの教職員が時間外勤務60時間
以内を達成している。60時間超過の
教職員は決まっており、業務の精選
が必要。
(4)学校への具体的なサポートを進め
ることができた。また、学校の教育的
課題について次年度の教育課程編
成に向けた熟議を行うことができた。

B

(1)一部教職員に業務が集中する傾向があるた
め、業務分担の見直しを行うとともに、一中フェ
スタ、合唱コンクールの時期を見直した。

(4)開かれた学校づくり協議会における教育的
課題の熟議を深化すると共に、地域との連携体
制を進めていく。

(1)行事の時期の見直し、校舎改築を受け、次年度は早めに打ち合わせの
実施をし協力していきたいと考えている。

(4)委員として地域の所属団体に告知を進めていきたい。

《学校関係者評価を受けての学校の改善方策》
・評価評定に関する説明資料を見直すと共に、保護者会等での説明を行っていく。
・ICT機器の活用のために、様々な実践を行っていき校内で共有していく。
・地域連携を活用した総合的な学習時間を設定するとともに、ボランティア活動等地域への働きかけを進めていく。
・生徒に身につけさせたい力（能力）を明確にし、セカンドスクール計画の時点で活動の見直しを行っていく。
・総合的な学習の時間、特別活動における取組を価値づけしていくとともに、教科と連携した取り組みを進めていく。
・働き方改革の推進を含め、部活動指導員の任用を進めていく。
・開かれた学校づくり協議会との連携を深めるためにも、教職員の協議会の出席を促していく。


